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習近平政権の中国の国際秩序観とその特徴 

 

 

はじめに 

 中国の習近平政権は、胡錦濤政権までの諸政策を部分的に継承しつつ、他面で新たな認識、政策

を採用していった。これは、中国の国力の変容に応じたものであり、また新たな世界に対応したも

のであると同時に、新興大国としての中国が新たな世界に働きかけようとする試みであったという

こともできるだろう。 

 それでは具体的に習近平政権は、その世界観、秩序観、その対外戦略をどのように変容させてき

たのか。この点については筆者自身の記したものも含めて日本でも多くの論考があるが 1、ここで

は 2026年 5月の米中首脳会談なども踏まえて改めてその内容と変容過程を整理してみたい。 

 

1. 中国外交の基本原則 

 中国の対外認識や外交政策は、1949年 10月以降、大きく変更してきた。東西冷戦や中ソ対立、

そして米中国交正常化、冷戦終結とソ連の崩壊などによって、変容を重ねてきた。だが、そこには

一定程度の連続性が認められる。 

第一に、中国統一、領土の一体性、主権の重視という、国家としての、また中国としての正統

性に関わる原則の維持である。中国は、ある意味で「中国」の範囲や内容を常に再定義しつつ、そ

の「中国」を維持、変容していこうとする運動体である 2。中国の国力に応じて中国の境界や内容

が常に変容しながら、中国自身の「あるべき姿」が記憶とともに常に再定位されつつ正当化されて

いく。また、具体的な成果も重視される。戦前以来の国権回収運動は中華人民共和国建国後も継続

され、国民党政権からの中国東南部の奪還、ダマンスキー島でのソ連に対する「勝利」、南ベトナ

ムからの西沙諸島奪還、香港回帰、マカオ回帰などを通じて可視化されてきた。そして最後の対象

は台湾だが、同時に尖閣諸島や南沙諸島の問題などもこうした国権回収の文脈の下に位置付けられ

ている。 

 第二に、1950年代に採用された平和（友好）五原則がある。中国は、習近平政権の現在にあって

も自らを発展途上国とする姿勢を崩さず、しばしば「最大の発展途上国」などと言われ、しばしば

「発展（途上）大国」などとも言われる。中国が自らを発展途上国として規定することは、その国

連中心主義の基礎でもある。中国は国連憲章を独自に解釈しながら、アメリカなどの先進国の秩序

を不公正なものとして批判する。中国世界観は、世界を先進国と非先進国とに分けるものであり、

自らを非先進国の、またグローバルサウスの代表だとする 3。他方、一般的に平和（友好）五原則

 
1 代表的な論考は、鈴木隆『習近平研究: 支配体制と指導者の実像』（東京大学出版会、2025 年）、筆者の関わったものと
して川島真・21 世紀政策研究所編著『習近平政権の国内統治と世界戦略: コロナ禍で立ち現れた中国を見る』（勁草書
房、2022 年）、川島真・小嶋華津子編著『習近平の中国 (UP plus)』（東京大学出版会、2022 年）、川島真・遠藤貢・高
原明生・松田康博編著『中国の外交戦略と世界秩序』（昭和堂、2019 年）などがある。 
2 Guoqi Xu, The Idea of China: A Contested History, Harvard University Press, 2026. 川島真『中国近代外交の形成』（名
古屋大学出版会、2004 年）。 
3 川島真「中国から見た『グローバルサウス(全球南方)』」（『安全保障研究』5 巻 4 号、2023 年 12 月）、同「グローバル
サウスから見た「パックス・チャイナ」 : 主体性(Agency)は認められるか」『安全保障研究』7 巻 3 号、2025 年 10
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とは、領土・主権の相互尊重、相互不可侵、相互内政不干渉、平等互恵、平和共存を指す。習近平

政権に至るまで、中国の指導者は基本的にこの原則を堅持しつつも、その時々に応じて、その内容

を調整してきた。例えば相互内政不干渉については、中国が PKO大国になるのにつれて、一定の条

件下で他国に人民解放軍を派遣可能な「創造性介入」などという言葉が用いられるようになった
4。 

 第三に、1980年代初頭に採用された独立自主の外交方針もまた、習近平政権にまで継承されてい

る外交政策の原則だ。この原則は中ソ間の同盟が多くの問題を生み出したことへの反省として提起

されたものと理解される。北朝鮮については別途議論が必要だが、中国は現在に至っても同盟国を

有していない。ロシアでさえも同盟国とはいえず、パートナー（夥伴）国という位置付けだ。な

お、中国のパートナー（夥伴）国には明確な階層性があり、ロシアは中国にとっては最高位のパー

トナーとして位置付けられている。 

 このような歴史的原則は、上述のようにしばしば定義が調整されながら現在も用いられて続けて

いる。また、諸原則の優先順位や用法は変容してきている。例えば、たとえロシアが最高位のパー

トナーとはいえ、多くの発展途上国が反対するロシアのウクライナ侵攻そのものには全面的な賛成

はしない。そして、その時々の政権の政策とこれらの原則との関係性もある。アメリカに追いつく

ことを明確にした習近平政権にとっては、ロシアこそがアメリカを中心とする NATOに対抗する上

で重要な存在であることから、たとえそのウクライナ侵攻に全面賛成できなくとも、ロシアのこと

を全体として支えるのである。 

 このほか各政権が採用する諸原則もある。継続するものもあれば、のち採用されなくなる原則も

ある。毛沢東時代の階級闘争理念に基づく革命外交は鄧小平時代の階級闘争放棄によって歴史へと

変わり、鄧小平時代の「韜光養晦・有所作為」は胡錦濤政権期まで使用されながら、習近平政権期

には「奮発有為」は使われたことがあるものの、韜光養晦・有所作為は使われなくなった 5。 

 

2. 習近平政権期における国際秩序認識の変容 ⑴ 2012年から 2017年 

 2012 年秋に習近平政権が成立したが、これにより国際秩序認識や対外政策の全面転換が生じたわ

けではない。前述のように「韜光養晦・有所作為」などは後退したが、例えば「新型大国関係」な

どは 2012年の習近平政権成立以前から胡錦濤政権が用いていた。だが、これも習近平が国家副主

席として訪米した際に述べた言葉などを踏まえたものでもあった 6。 

 他方、習近平は、「中国の夢」であるとか、「国家安全観」などといった基本政策を相次いで打ち

出した。だが、これらは米中関係が新型大国関係の下にあるという前提で用いられていた。ところ

が、オバマ政権末期に南シナ海問題、サイバー攻撃問題などで米中関係が緊張していくことで新型

 
月）。 
4 王逸舟『創造性介入——中国之全球角色的生成』（北京大学出版社、2013 年）。 
5 Shin Kawashima, “The Development of the Debate over ʻHiding Oneʼs Talents and Biding Oneʼs Time （taoguang 
yanghui）”, Asia-Pacific Review , Vol. 18, No. 2 (November 2011). 
6 閻学通は新型大国関係の三要素として、①対抗しない、②衝突しない、③核心的利益を相互に尊重し、ウィンウィンを
目指す、を挙げている。閻学通「中美新型大国関係的核心是“不対抗，不衝突”」（新華網、2015 年 9 月 22 日、
http://www.xinhuanet.com/world/2015-09/22/c_128255173.htm）。 

http://www.xinhuanet.com/world/2015-09/22/c_128255173.htm
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大国関係に基づく関係性の維持が次第に厳しくなっていった。オバマ政権末期に米中関係が次第に

緊張を帯びる中で、習近平政権は明確にその国際秩序、対外政策を修正したことを内外により明確

に示すようになったと考えられる。 

 国際秩序観に関わる中国からの象徴的な対外発信の一つが 2016年 7月 6日、チャタムハウスに

おける中国の外交官である傅瑩の講演だ。傅瑩は自らの発言が習近平の意向であることを示唆しつ

つ次のような内容を述べた。傅瑩はまず、パックスアメリカーナとされる既存の世界秩序(world 

order)には三つの柱があるとして次のように述べる 7。 

  This order, as I see, contains three pillars: first, American or western values; 

second, the US led military alignment; third, the UN and its institutions. This 

world order has its roots in the history of international politics and also has its 

modern contributions. The United States, as the leader for this order system has 

also reaped great benefit from its leadership role. 

そしてこの秩序を中国はどう認識するのか。傅瑩は明確に、“China is never fully embraced to 

this order system”と、中国は決してこの秩序をそのまま受け入れるわけではないと留保をつけ

る。そして、二つの柱、すなわち US-led military alliance も the western values もともに中国

は支持できないとする。その上で、次のように中国が支持できるものを述べる。 

  What you hear from the Chinese leaders is that, China is part of the international 

order. One need to note that the term used here is "international order" and what it 

refers to is the UN and its institutions, including the principles of international 

law. 

つまり、三つ目の柱である the UN and its institutions, including the principles of 

international lawについては支持できるとする。さらに傅瑩は world orderというパックスアメ

リカーナの代名詞を否定し、international order という用語を提起する。その international 

order の中核には国連（憲章）があり、それを基礎に新型国際関係を位置付けるというのが習近平

政権の対外方針であった 8。新型国際関係という言葉は経済協力を基礎にウィンウィンの関係を世

界各国と築き、それを運命共同体へと昇華させようとするもので、2015年 9月に習近平が国連で提

起したものだとされている 9。 

  2016 年 7月、南シナ海をめぐって国連常設仲裁裁判所の裁決が出ると、中国はこれに強く反発し

た。それを懸念したアメリカのスーザン・ライス大統領補佐官が訪中して習近平と会見した。この

時習近平は“When China grows strong, it will never seek hegemony. China does not intend 

to challenge the current international order or rules either.”と語ったとされる 10。ここ

 
7 “Fu Ying's speech at Chatham House in London”, Chinadaily.com, July 8th, 2016-07. 
https://www.chinadaily.com.cn/world/cn_eu/2016-07/08/content_26021696.htm  
8 Shin Kawashima, “Chinese New Terminology: “World Order” and “International Order”, in Axel Berkofsky and Giulia 
Sciorati eds., Mapping Chinaʼs Global Future: Playing Ball or Rocking the Boat?, ISPI Report, Ledizioni ,2020, p.37-49。 
9 川島真「岐路に立つ習近平政権の対外政策理念―新型大国関係と新型国際関係」（『中国研究月報』第 74 巻第 9 号、
2020 年 9 月）。 
10 “Xi Jinping Meets with Assistant to the US President for National Security Affairs Susan Rice”、中華人民共和国駐フィ
リピン大使館ウェブサイト、2016 年 7 月 25 日。https://ph.china-

https://www.chinadaily.com.cn/world/cn_eu/2016-07/08/content_26021696.htm
https://ph.china-embassy.gov.cn/eng/chinew/201607/t20160727_1161824.htm
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で習近平は、world orderではなく、アメリカの秩序を批判する用語としての international 

order を用いた。だが、アメリカのスーザン・ライス大統領補佐官はこの語義をめぐる傅瑩のチャ

タムハウス演説を知らなかったためか、特段習近平国家主席には反論しなかったようである。 

 2017 年 1月、第 1期トランプ政権が発足し、またアメリカの対中政策が厳しさを増す中で、習近

平政権が第 19 回党大会にて 2期目に入ることになった。その党大会での習近平の演説では、2049

年に中華民族の復興の夢が実現するなどとし、事実上アメリカに追いつくと理解できることを述

べ、2035年を中間目標とした。また、前述の新型国際関係をもあらためて提起した。これこそが習

近平政権の対外政策において最も優先順位が高い政策理念であり、前述の平和友好五原則や独立自

主の原則が合わせて用いられることになったのである。そして、2018 年の年始に向けた演説で、習

近平国家主席は中国自身のことを「責任ある大国」とした上で、「世界和平の建設者、グローバル

な発展の後見者、国際秩序の擁護者」だとした 11。ここでも世界秩序ではなく、国際秩序が使われ

たのである。 

 

3. 習近平政権期における国際秩序認識の変容 ⑵ 2018年― 

 2017 年の第 19回党大会の習近平演説で提起された方向性はその後も現在に至るも基本的に維持

されている。中国は基本的に世界が多極化し、アメリカの「覇権」が動揺、衰退しており、アメリ

カを中心とする先進国主導の秩序は後退し、中国が主導する非先進国の秩序が優勢になっていると

見なす。2020年から世界に広がった新型肺炎感染症の感染拡大の過程でも、世界的に対中感情が悪

化する中で、中国自身は内外の苦境への対処を「戦争」と位置付け、国内で国家の安全を強化しな

がら、社会への管理統制を強化し、自らの正当性を唱えた。ただ、中国はアメリカを批判しつつ

も、アメリカとの衝突は望まず、あくまでも対話と協調を求めていたことも確かである。 

 2021 年 1月にアメリカでは民主党のバイデン政権が成立するが、同月、習近平は『求是』に「共

同して人類運命共同体を打ち立てよう（共同構建人類命運共同体）」という文章を発表した 12。こ

こで習近平は、オバマ政権の時に成立していたと中国の考える新型大国関係を復活させることを希

望した。オバマ政権においてバイデンが副大統領だったことも背景にあろう。他方、習近平は『求

是』の文章で次のように述べる。 

  数百年前のこと、中国の国内総生産が世界の 30％を占めるほど強大であった時期でさえ、対外

的な侵略や拡張を行ったことは一度もなかった。1840 年のアヘン戦争後の 100 年余りの間、中

国は度重なる侵略と蹂躙の被害に遭い、戦禍と動乱の苦しみを味わった。（略）中国が貧困と

弱体化に苦しむ国から世界第 2位の経済大国へと発展したのは、対外的な軍事拡張や植民地略

奪によるものではなく、人民の勤勉さと平和の維持によるものである。中国は今後も変わらず

平和的発展の道を歩み続ける。中国がどれほど発展しようとも、中国は決して覇権を求めず、

決して拡張せず、決して勢力圏を求めない。 

 
embassy.gov.cn/eng/chinew/201607/t20160727_1161824.htm  
11 「国家主席習近平発表二〇一八年新年賀詞」（中華人民共和国中央人民政府ウェブサイト、2017 年 12 月 31 日、
https://www.gov.cn/xinwen/2017-12/31/content_5252083.htm）。 
12 習近平「共同構建人類命運共同體」（中共中央党史和文献研究院、2021 年 1 月 2 日、
https://www.dswxyjy.org.cn/BIG5/n1/2021/0102/c423712-31986882.html）。 

https://ph.china-embassy.gov.cn/eng/chinew/201607/t20160727_1161824.htm
https://www.gov.cn/xinwen/2017-12/31/content_5252083.htm
https://www.dswxyjy.org.cn/BIG5/n1/2021/0102/c423712-31986882.html
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中国は絶対に覇権を求めないなどというが、これは逆に言えば、アメリカに対して覇権などという

言葉を用いる可能性を示唆している。2023年 2月中国外交部や新華社が「アメリカの覇権覇道覇凌

およびその危害」という報告書を公式に発表したほどである 13。 

 だが、2021年 1月の『求是』の習近平の文章は、全体としては従来の習近平政権の世界認識や対

外政策を踏襲していたものの、アメリカに対しては新大国間関係の再構築を求めていた。しかし、

バイデン政権はオバマ政権末期以降の対中政策の変容を踏まえた政権であり、決して新型大国関係

に類する、対中関係が緊張する以前のオバマ政権の政策を復活させる用意はなかった 14。結局のと

ころ、バイデン政権下の米中関係は、「競争(competition)」と表現され、ただし「衝突しない」、

「（気候変動などで）協力すべきは協力する」、「関係を管理する」などと言った言葉で整理された
15。これは米中関係の新たな「かたち」であったが、「衝突しない」などと言った言葉は新型大国関

係の用語が継承されたと見ることもできる。 

 2022 年 2月、ロシアがウクライナに侵攻すると、そのロシア支援を理由に特に先進国からの中国

批判が強まった。すでに、新型肺炎感染症をめぐる問題で中国批判が強まっていたから、中国と先

進国との関係は次第に緊張を孕むものとなった。また、ロシアに対する制裁に日本や韓国が加わ

り、西太平洋のアメリカの同盟国、同志国と NATOなどとの連携が強化されると、中国はいっそう

ロシアとの関係を強固にしていった。冷戦という言葉を使わないまでも、中国から見れば先進国対

非先進国という構図が一層明確になったのである。このような傾向は、2022年秋以降の習近平政権

の三期目にいっそう顕著になっていったと言える。つまり、新型肺炎感染症やロシアのウクライナ

侵攻によって中国が従来進めていた対外政策が加速されたということになろう。 

 だが、中国の世界認識が世界から受け入れられ、またその政策が順調に進んだわけではない。ロ

シアからの脅威に晒されるバルト三国や東欧諸国からの中国批判、また世界的に中国への過度な経

済依存を問題視する声が高まった。また、中国自身が途上国の一員と認識していても、2023年 1月

にインドが主宰したグローバルサウスサミットに招聘されないということもあった。中国は当初、

このグローバルサウスという西側発の用語を用いるのを嫌ったが、多くの途上国の首脳がこの言葉

を用いるのを受けて、「全球南方（グローバルサウス）」という用語を公式に使用することにし、か

つその内容を途上国と同義だとして、中国自身をグローバルサウスの一員と称するようになったの

だった 16。 

 2025 年 1月の第二次トランプ政権の成立は中国に新たな機会をもたらした。確かに、トランプ政

権は予測可能性が低く、バイデン政権下で形成された米中関係の「かたち」が一度は失われること

にもなった。実際、トランプ政権は関税問題にしても、また先端技術をめぐる問題にしても、中国

 
13 「美国的霸権霸道霸凌及其危害」（中国外交部ウェブサイト、2023 年 2 月 20 日、
https://www.fmprc.gov.cn/ziliao_674904/zt_674979/dnzt_674981/qtzt/mgmzqk/zw/202302/t20230220_11027619.shtml
）。「霸凌」は日本語の「嫌がらせ、いじめ」を指す。 
14 オバマ政権第一期の対中政策については、ジェフリー・A・ベーダ―著、春原剛 訳『オバマと中国：米国政府の内部
からみたアジア政策』（東京大学出版会、2013 年）参照。 
15 川島真「中国から見たアメリカとの｢新型大国関係｣と挫折」（地経学研究所ウェブサイト、2022 年 2 月 28 日、
https://instituteofgeoeconomics.org/research/20220228/）。 
16 川島真前掲「中国から見た『グローバルサウス(全球南方)』」、同前掲「グローバルサウスから見た「パックス・チャイ
ナ」 : 主体性(Agency)は認められるか」。 

https://www.fmprc.gov.cn/ziliao_674904/zt_674979/dnzt_674981/qtzt/mgmzqk/zw/202302/t20230220_11027619.shtml
https://www.fmprc.gov.cn/ziliao_674904/zt_674979/dnzt_674981/qtzt/mgmzqk/zw/202302/t20230220_11027619.shtml
https://instituteofgeoeconomics.org/research/20220228/
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を含む諸外国に厳しい条件を突きつけた。しかし、トランプ政権は途上国などに対する USAIDの予

算を打ち切り、また中国の人権問題を指摘してきた RFA への支援を取りやめるなど、中国にとって

は歓迎すべき政策も採用していた。 

 他方で、世界の対米認識が悪化する中で対中世論は好転し 17、先進国を含む世界各国の首脳もア

メリカとの関係が緊張していることを念頭に、次第に中国との関係を調整し始めたのだった。その

中で、アメリカも中国のレアアースなどを念頭に政策を調整し始めた。特に重要であったのは、

2025年秋の APECに際して実施された釜山での米中首脳会談だった。そこで米中両国は経済通商問

題のこれ以上の悪化を防ぎ、関係を管理する方向へと大きく舵を切った。その後、外交国防、通商

貿易などの面で閣僚級会合が積み重ねられ、  2026年 5月の北京での米中首脳会談の基礎を成し

た。「建設的で戦略的な安定に基づく関係」という言葉はその帰結であり、第二次トランプ政権下

における米中関係の「かたち」を示すものだ。ここでは、この「かたち」を崩すものがあるとすれ

ば台湾だというように、冒頭で述べた国家の統一の論理も改めて強調され、またイラン問題につい

ての話し合いがあったように途上国の代表としての振る舞いもある。だが中国外交にとってのプラ

イオリティはアメリカに置かれている。 

 このように対米関係を調整しながら、習近平政権は 2010年以来の世界認識、秩序観、対外政策

理念を維持している。中国からすれば、これらの世界認識、秩序観、対外政策理念を壊すものがあ

るとすれば、それは米中関係だということであろう。 

 

おわりに 

 本稿は、習近平政権がその世界観、秩序観、その対外戦略をどのように変容させてきたのかとい

うことを、2026年 5月の米中首脳会談なども踏まえて検討することにあった。 

 その検討結果を踏まえれば、この課題に対する回答は次のようになるだろう。第一に、習近平政

権は胡錦濤政権の世界認識、秩序観、対外政策理念を基本的に継承しつつ、いくつかの面で大きく

転換させた。特に自らが先進国とは異なる秩序を形成するとしたこと、また韜光養晦という言葉を

使わず、アメリカに追いつき追い越すことを明確にしたことにあろう。この方向性を維持、遂行す

るために、現実に対応してアメリカとの関係を管理しようとする姿が看取できたであろう。 

 第二に、習近平政権が描き出した世界認識、秩序観、対外政策理念は次のようなものである。①

アメリカを中心とする秩序に明確に反対し、中国自身は国連憲章を基礎にした秩序を構想し、その

国連憲章を具体化したものを新型国際関係の実現を考えている。この新型国際関係は「経済」を軸

にした関係性であり、それがウィンウィン、運命共同体へと昇華していくとしている。②中国は、

世界を多極化の時代にあり、中国もまたその中の極だと認識しているが、この 100年に一度の変局

にあって、世界の対立軸は「先進国 vs 非先進国」にあり、中国は非先進国側の代表だというのが

自己認識である。 

 なお、本稿では多くを論じなかったが、習近平政権では「台湾」の重要性が益々増加している。

2016年の蔡英文政権成立から方針を転換し、特に 2024年 5月の頼清徳政権の成立に危機感を募ら

 
17 Christopher S. Chivvis, Stephen Wertheim, Liana Schmitter-Emerson, “What Americans Think About American Power 
Today”, Carnegie Endowment for International Peace, Jan 21, 2026. 
https://carnegieendowment.org/research/2026/01/what-americans-think-about-american-power-today  

https://carnegieendowment.org/research/2026/01/what-americans-think-about-american-power-today
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せている。もし、2028年 1月に頼総統が二期目に入り、民進党政権が四期続くようなことがあれば

習近平政権としては座視できない事態となる可能性もある。 

 最後に、本稿で考察した習近平政権の世界観、秩序観、その対外戦略を踏まえた日本の位置付け

について触れておきたい。日本については、日本が先進国である上、アメリカの秩序を支えるアメ

リカの同盟国であること、また日本との経済関係が希薄化し、さらに日本と台湾の民進党政権との

関係が緊密であることなどから、中国から見て構造的に「敵対的」な存在となる。中国国内におい

ても、国家の安全が強調されるにつれて、対日感情も急速に悪化し、それが中国自身の政策転換を

いっそう難しくしているということになろう。その点で、今後たとえ表面的な関係の修正があった

としても、日本に対する厳しい姿勢は構造的に変わらないだろう。 

（川島真 東京大学教授） 


